
                (平成２９年３月３１日現在) (単位：千円)

(資　産　の　部) (負  債  の  部 )
Ⅰ． 流　　動　　資　　産 Ⅰ． 流　　動　　負　　債

現 金 及 び 預 金 78,783 工 事 未 払 金 371,675

完 成 工 事 未 収 入 金 1,323,806 預 り 建 設 協 力 金 20,000
兼 業 事 業 未 収 入 金 673 リ ー ス 債 務 394,380

未 成 工 事 支 出 金 30,865 未 払 金 135,277
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 24,247 未 払 費 用 23,027

短 期 貸 付 金 1,992,112 未 払 法 人 税 等 168,390

未 収 金 16,180 未 払 消 費 税 等 114,778

未 収 収 益 288 預 り 金 21,784

繰 延 税 金 資 産 77,020 前 受 金 11,532

そ の 他 16,896 賞 与 引 当 金 147,089

貸 倒 引 当 金 △ 11,690 そ の 他 11,600

流 動 資 産 合 計 3,549,185 流 動 負 債 合 計 1,419,535

Ⅱ． 固　　定　　負　　債
預 り 建 設 協 力 金 60,000

Ⅱ． 固　　定　　資　　産 リ ー ス 債 務 874,483
１． 有形固定資産 退 職 給 付 引 当 金 380,619

建 物 939,387 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 44,203

建 物 附 属 設 備 131,219 修 繕 引 当 金 197,903

構 築 物 45,724 預 り 敷 金 ・ 保 証 金 19,156

機 械 装 置 20,231

車 両 運 搬 具 153,806 固 定 負 債 合 計 1,576,364

工 具 器 具 備 品 148,328

土 地 624,296 負    債    合   計 2,995,900

リ ー ス 資 産 1,132,734
 有形固定資産計 3,195,728

２． 無形固定資産 (純　資　産　の　部 ) 
電 話 加 入 権 4,803 Ⅰ． 株　　主　　資　　本

水 道 施 設 利 用 権 1,154 １． 資 本 金 45,630
ソ フ ト ウ ェ ア 15,262 ２． 利 益 剰 余 金
 無形固定資産計 21,219 （1）利 益 準 備 金 11,407

３． 投資その他の資産 （2）そ の 他 利 益 剰 余 金 4,065,691

投 資 有 価 証 券 285,458 任 意 積 立 金 2,200,000
出 資 金 280 建 物 圧 縮 積 立 金 79,293

会 員 権 300 繰 越 利 益 剰 余 金 1,786,398

長 期 前 払 費 用 2,618  利 益 剰 余 金 合 計 4,077,099

差 入 敷 金 ・ 保 証 金 3,838
繰 延 税 金 資 産 131,338 株 主 資 本 合 計 4,122,729

そ の 他 561
 投資その他の資産計 424,394 Ⅱ． 評価・換算差額等

71,898
固 定 資 産 合 計 3,641,342 評価・換算差額等合計 71,898

純  資  産  合  計 4,194,628

資     産     合     計 7,190,528 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,190,528

その他有価証券評価差額金

　　　貸 　  借   　対  　 照  　 表  



1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１-１　資産の評価基準及び評価方法

　　　１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）　その他有価証券（時価のあるもの）
　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
　却原価は移動は移動平均法により算定）により行っております。

（２）　その他有価証券（時価のないもの）
　　移動平均法による原価法により行っております。

　　　２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）　未成工事支出金
　　個別法による原価法により行っております。

（２）　製品、原材料
　　先入先出法による原価法により行っております。（収益性の低下による簿価切り下げの方法に
 より算定）

（３）　貯蔵品
　　先入先出法による原価法により行っております。

　１-２　固定資産の減価償却の方法

　　　１．有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　　　２．無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

　　　３．リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　１-３　引当金の計上基準

　　　１．貸倒引当金
　 売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

　　　２．賞与引当金
 　従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しております。

　　　３．退職給付引当金
　 従業員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。

　　　４．役員退職慰労引当金
 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　　　５．修繕引当金
 　賃貸建物の大規模修繕に備えるため、将来の修繕見積額に基づいて計上しております。

個 別 注 記 表

自 平成２８年　４月　１日
至 平成２９年　３月３１日



  １-４ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　　　工事進行基準の適用　 当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基
準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行
基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

  １-５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　１．リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　２．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

　法人税法の改正に伴い、「平成２８年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の
取扱い」（実務対応報告第３２号 平成２８年６月１７日）を当事業年度より適用し、平成２８年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して
おります。この変更による影響額は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

  ３-１ 資産に係る減価償却累計額

　　 　　有形固定資産の減価償却累計額 千円

  ３-２ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　１．短期金銭債権 千円

　　　２．短期金銭債務 千円

　　　３．長期金銭債務 千円

４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、修繕引当金の否認等であ
　 　り、繰延税金負債の発生の主な原因は、建物圧縮記帳積立金認定損等であります。

５．１株当たり情報に関する注記

　　　１．１株当たり純資産額

　　　２．１株当たり当期純利益

６．当期純損益金額

当期純利益 千円

７．その他の注記

　　貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

60,000

11,926円72銭

1,388円32銭

488,272

2,974,516

1,122,599

29,374


